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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第13期中 第14期中 第15期中 第13期 第14期

会計期間

自平成17年
10月１日
至平成18年
３月31日

自平成18年
10月１日
至平成19年
３月31日

自平成19年
10月１日
至平成20年
３月31日

自平成17年
10月１日
至平成18年
９月30日

自平成18年
10月１日
至平成19年
９月30日

売上高 (千円) － 1,986,966 2,538,186 3,734,947 4,000,001

経常利益 (千円) － 90,417 141,654 225,708 200,268

中間（当期）純利益 (千円) － 47,415 78,931 129,953 98,523

純資産額 (千円) － 1,139,896 1,253,693 1,104,519 1,190,790

総資産額 (千円) － 1,819,808 2,408,835 1,817,382 1,929,035

１株当たり純資産額 (円) － 94,778.12 103,782.62 91,836.62 99,009.73

１株当たり中間（当期）

純利益金額
(円) － 3,942.44 6,557.38 11,474.92 8,191.83

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
(円) － 3,844.31 6,363.36 10,807.84 7,810.00

自己資本比率 (％) － 62.6 52.0 60.8 61.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － 76,839 120,805 255,877 104,284

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － △138,789 18,501 △171,507 △155,494

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － △23,913 153,839 208,015 57,590

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高
(千円) － 681,047 1,066,437 766,911 773,291

従業員数 (人) － 1,175 1,442 1,236 1,293

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は第14期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載してお

りません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第13期中 第14期中 第15期中 第13期 第14期

会計期間

自平成17年
10月１日
至平成18年
３月31日

自平成18年
10月１日
至平成19年
３月31日

自平成19年
10月１日
至平成20年
３月31日

自平成17年
10月１日
至平成18年
９月30日

自平成18年
10月１日
至平成19年
９月30日

売上高 (千円) － 1,511,443 1,761,377 2,878,288 3,052,319

経常利益 (千円) － 43,720 90,134 142,010 112,285

中間（当期）純利益 (千円) － 19,843 49,434 79,437 46,478

資本金 (千円) － 283,540 284,600 283,540 283,540

発行済株式総数 (株) － 12,027 12,080 12,027 12,027

純資産額 (千円) － 997,989 1,058,036 990,184 1,024,410

総資産額 (千円) － 1,435,388 1,812,436 1,492,941 1,534,158

１株当たり純資産額 (円) － 82,979.10 87,585.84 82,330.14 85,175.93

１株当たり中間（当期）

純利益金額
(円) － 1,649.91 4,106.88 7,014.35 3,864.52

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
(円) － 1,608.84 3,985.37 6,606.58 3,684.39

１株当たり配当額 (円) － － － 1,000.00 1,500.00

自己資本比率 (％) － 69.5 58.4 66.3 66.8

従業員数 (人) － 801 981 919 915

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は第14期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありませんが、総合人材事業を営む㈱大生エンジニアリングを連結子会社としております。

３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％）

関係内容

（連結子会社）

㈱大生エンジニアリ

ング

　東京都中央区 15,780 　総合人材事業 100 役員の兼任２名

　（注） 主要な事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

総合人材事業 1,305

介護事業 137

合計 1,442

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

　　　　２．従業員数が前連結会計年度末に比べ149名増加しておりますが、これは主として当中間連結会計期間において連

結子会社が増加したことによるものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

　 従業員数（人）

社員 68

スタッフ 913

合計 981

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．社員とは、営業従事者、事務作業従事者及び管理職等の総称であります。

３．スタッフとは当社アウトソーシング先、派遣先、介護事業における現場作業者の総称であります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、新興国への輸出並びに旺盛な設備投資等を牽引役として景況は引き続

き拡大傾向を持続してまいりましたが、米国のいわゆるサブプライムローン問題に端を発する信用不安が欧米金融機

関へと波及し、世界的な株価下落を招くこととなりました。また同時に、原油高や原材料高の影響等により、景気の先

行きに不透明感が高まりました。

　人材関連業界におきましては、引き続き旺盛な需要が寄せられておりますが、企業の直接雇用の拡大や人材獲得競争

の激化等厳しい環境が続いており、大型の合併案件が報道されるなど業界再編に向けた動きが活発化してまいりまし

た。

　また、介護業界におきましては、平成18年４月の介護保険法改正に伴う顧客単価の低下等により、依然として厳しい

収益環境が続きました。

　このような状況のもと、当社グループの総合人材事業におきましては、目標管理の徹底を図るため営業地域をベース

にしたブロック制を導入し、情報の共有と指揮命令系統の明確化を進め、地域の特異性に根ざしたきめの細かい営業

活動を推進してまいりました。また、平成19年10月31日付で、新たに株式会社大生エンジニアリング（東京都中央区所

在）を100％子会社とし、関東地域の営業基盤を強化いたしました。この結果、総合人材事業の売上高は前年同期比

29.7％増の2,366百万円、営業利益は前年同期比56.6％増の109百万円となりました。

　また、介護事業におきましては、引き続き地域密着のサービス提供を推進した結果、通所介護売上及び介護予防売上

につきましても順調な拡大を達成し、売上高は前年同期比4.9％増の175百万円、営業利益は前年同期比26.2％増の22百

万円となりました。

　この結果、売上高は2,538百万円（前年同期比27.7％増）となり、営業利益135百万円（前年同期比48.4％増）、経常利

益141百万円（前年同期比56.7％増）、中間純利益78百万円（前年同期比66.5％増）となりました。

　

(2）キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前中間純利益が141百万

円、短期借入金の増加による収入が200百万円、法人税等の支払額が24百万円、売上債権が41百万円増加、長期借入金の

返済による支出が30百万円となったこと等により、1,066百万円（前連結会計年度末773百万円）となりました。　

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において営業活動の結果獲得した資金は、120百万円（前中間連結会計期間は76百万円の獲

得）となりました。

　これは主に、税金等調整前中間純利益が141百万円、減価償却費22百万円、未払費用の増加が28百万円であったのに

対し、売上債権の増加が41百万円、法人税等の支払が24百万円であったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において投資活動の結果獲得した資金は、18百万円（前中間連結会計期間は138百万円の支

出）となりました。

　これは主に、保険積立金の解約による収入26百万円、新規連結子会社株式の取得による収入24百万円及び有形固定

資産の取得による支出が９百万円あったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において財務活動の結果獲得した資金は、153百万円（前中間連結会計期間は23百万円の支

出）となりました。

　これは、短期借入金の増加が200百万円あったのに対し、配当金の支払が17百万円あったこと、長期借入金の返済が

30百万円あったこと等によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループの主たる業務は、総合人材事業及び介護事業であり、提供するサービスの性格上、生産体制、販売経路

の記載と関連づけ難いため、記載を省略しております。

(2）受注状況

　当社グループの主たる業務は、総合人材事業及び介護事業であり、提供するサービスの性格上、受注実績の記載に

つきましても上記(1)生産実績同様に、記載を省略しております。

(3）販売実績

　当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間

（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

総合人材事業（千円） 2,362,761 129.8

介護事業（千円） 175,424 104.9

合計（千円） 2,538,186 127.7

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に

対する割合は次のとおりであります。

相手先

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

パナソニック フォト・ライティング㈱ 536,491 27.0 520,820 20.5

３. 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

４【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000

計 24,000

②【発行済株式】

種類

中間会計期間末現在

発行数（株）

（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月20日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,080 12,110

大阪証券取引所

（ニッポン・ニュー・

マーケット－「ヘラクレ

ス」）

－

計 12,080 12,110 － －

　（注）１．平成20年４月１日から平成20年５月31日までの間に、新株予約権の行使により30株増加しております。

　　　　２．「提出日現在発行数」欄には、平成20年６月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

平成17年９月26日臨時株主総会決議

 
中間会計期間末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数(個) 　 623（注）３ 　 593（注）３

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　 623（注）１、３ 　 593（注）１、３

新株予約権の行使時の払込金額(円) 40,000（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年９月27日

至　平成27年９月26日
同左

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額(円)

発行価格　　　40,000　(注)２

資本組入金　　20,000
同左

新株予約権の行使の条件

１．新株予約権の割当を受けた者

（以下「新株予約権者」という。）

は権利行使時においても、当社また

は当社の子会社の取締役、監査役、

及び従業員の地位にあることを要

するものとする。

２．その他の条件については、別途当

社と新株予約権者との間で締結し

た「新株予約権割当契約」に定め

るところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については、取締役

会の承認を要するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
－ －

　（注）１．新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は１株であります。

２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数を切り上げております。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　当社が、時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合及び

普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場合または時価を下回る価額で自己株式を処分

する場合（以下の算式において、新規発行には処分を含むものとし、その場合の１株当たりの払込金額は１

株当たり処分価額と読み替えるものとする）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数を切り上げております。

　なお、算式中の既発行株式数には当社が保有する自己株式を含んでおりません。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により割当対象でなくなった新株予約権の

数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成19年10月１日～

平成20年３月31日

（注）　

53 12,080 1,060 284,600 1,060 301,174

　 （注）　新株予約権の行使による増加であります。

（５）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

道林　昌彦 大阪府枚方市 5,700 47.18

道林　侑輝 大阪府枚方市 1,000 8.27

道林　尚輝 大阪府枚方市 1,000 8.27

有限会社アイ・コーポレー

ション
京都府福知山市長田大野下2737番地12 1,000 8.27

道林　真由美 大阪府枚方市 350 2.89

フリーワーク従業員持株会 京都府福知山市長田大野下2737番地12 192 1.58

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９－１ 147 1.21

平勢　説郎 茨城県坂東市 87 0.72

齊藤　由香 京都市伏見区 82 0.67

松田　智恵子 神奈川県足柄下郡湯河原町 76 0.62

計 － 9,634 79.75

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,080 12,080 －

単元未満株式 　　　　　－ － －

発行済株式総数 12,080 －　 －　

総株主の議決権 － 12,080 －
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②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 138,000 120,000 108,000 91,500 83,700 80,000

最低（円） 107,000 81,000 86,000 63,700 63,000 60,500

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日ま

で）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）の中間財務諸表につ

いて、みすず監査法人及び公認会計士前野芳子氏により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の

規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）の中間連結財務諸表及び当中間

会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）の中間財務諸表について、京都監査法人により中間監査を

受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり変更しております。

前中間連結会計期間及び前中間会計期間　　みすず監査法人及び公認会計士前野芳子

当中間連結会計期間及び当中間会計期間　　京都監査法人
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  
前中間連結会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間連結会計期間末
（平成20年３月31日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１．現金及び預金 　  681,047   1,091,662   773,291  

２．受取手形及び売掛金 　  453,826   610,365   483,925  

３．繰延税金資産 　  10,532   23,186   8,771  

４．その他 　  27,958   43,092   31,286  

貸倒引当金 　  △332   △816   △345  

流動資産合計 　  1,173,032 64.5  1,767,490 73.4  1,296,928 67.2

Ⅱ　固定資産 　          

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物及び構築物 ※２ 196,518   213,272   221,287   

(2）車輌運搬具 　 4,813   4,096   4,362   

(3）土地 ※２ 244,492   244,492   244,492   

(4）建設仮勘定 　 26,600   －   －   

(5）その他 　 32,319 504,744  31,427 493,289  28,526 498,669  

２．無形固定資産 　          

  (1) のれん 　 －   20,132   －   

(2）その他 　 50,901 50,901  46,740 66,873  45,187 45,187  

３．投資その他の資産 　          

  (1) 繰延税金資産 　 －   8,858   －   

(2）その他 　 91,129 91,129  72,323 81,182  88,250 88,250  

固定資産合計 　  646,775 35.5  641,344 26.6  632,106 32.8

資産合計 　  1,819,808 100.0  2,408,835 100.0  1,929,035 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間連結会計期間末
（平成20年３月31日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

  １．短期借入金 　  －   300,000   100,000  

２．１年以内返済予定
長期借入金

※２  36,920   61,052   36,920  

３．未払法人税等 　  39,021   65,261   27,829  

４．未払消費税等 　  28,843   48,326   31,648  

５．賞与引当金 　  15,710   27,604   16,136  

６．未払費用 　  297,804   341,546   293,076  

７．その他 　  60,943   58,263   50,634  

流動負債合計 　  479,243 26.4  902,054 37.5  556,246 28.9

Ⅱ　固定負債 　          

１．長期借入金 ※２  199,900   241,104   181,440  

   ２. 退職給付引当金 　  －   11,563   －  

３．その他 　  767   419   558  

固定負債合計 　  200,668 11.0  253,086 10.5  181,999 9.4

負債合計 　  679,911 37.4  1,155,141 48.0  738,245 38.3

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  283,540 15.6  284,600 11.8  283,540 14.7

２．資本剰余金 　  300,114 16.5  301,174 12.5  300,114 15.5

３．利益剰余金 　  556,261 30.5  668,259 27.7  607,368 31.5

株主資本合計 　  1,139,915 62.6  1,254,033 52.0  1,191,022 61.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１．その他有価証券評
価差額金

　  △18 △0.0  △339 △0.0  △232 △0.0

評価・換算差額等合
計

　  △18 △0.0  △339 △0.0  △232 △0.0

純資産合計 　  1,139,896 62.6  1,253,693 52.0  1,190,790 61.7

負債純資産合計 　  1,819,808 100.0  2,408,835 100.0  1,929,035 100.0
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②【中間連結損益計算書】

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅰ　売上高 　  1,986,966 100.0  2,538,186 100.0  4,000,001 100.0

Ⅱ　売上原価 　  1,548,068 77.9  1,980,061 78.0  3,097,261 77.4

売上総利益 　  438,898 22.0  558,124 22.0  902,740 22.6

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

※１  347,855 17.5  422,980 16.7  700,866 17.5

営業利益 　  91,042 4.5  135,143 5.3  201,873 5.0

Ⅳ　営業外収益 　          

１．受取利息 　 364   719   898   

２．受取賃貸料 　 662   －   662   

３．助成金収入 　 327   90   527   

４. 受取業務手数料 　 －   8,624   －   

５．その他 　 296 1,651 0.0 1,863 11,297 0.4 754 2,842 0.1

Ⅴ　営業外費用 　          

１．支払利息 　 2,276   4,545   4,433   

２．その他 　 0 2,276 0.1 241 4,786 0.1 14 4,448 0.1

経常利益 　  90,417 4.5  141,654 5.6  200,268 5.0

Ⅵ　特別利益 　          

１．固定資産売却益 ※２ 43 43 0.0 － － － 43 43 0.0

Ⅶ　特別損失 　          

１．固定資産除却損 ※３ 1,420   －   5,528   

２．企業買収関連費 　 －   －   12,822   

３．その他 　 46 1,467 0.0 － － － 46 18,398 0.5

税金等調整前中
間（当期）純利
益

　  88,993 4.4  141,654 5.6  181,913 4.5

法人税、住民税及
び事業税

　 40,623   62,171   80,679   

法人税等調整額 　 954 41,577 2.0 552 62,723 2.5 2,710 83,390 2.1

中間（当期）純
利益

　  47,415 2.3  78,931 3.1  98,523 2.5
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

平成18年９月30日　残高
（千円）

283,540 300,114 520,872 1,104,526 △7 1,104,519

中間連結会計期間中の変動額       

剰余金の配当   △12,027 △12,027  △12,027

中間純利益   47,415 47,415  47,415

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）

    △11 △11

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

― ― 35,388 35,388 △11 35,377

平成19年３月31日　残高
（千円）

283,540 300,114 556,261 1,139,915 △18 1,139,896

当中間連結会計期間（自平成19年10月１日　至平成20年３月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

平成19年９月30日　残高
（千円）

283,540 300,114 607,368 1,191,022 △232 1,190,790

中間連結会計期間中の変動額       

新株予約権の行使 1,060 1,060  2,120  2,120

剰余金の配当   △18,040 △18,040  △18,040

中間純利益   78,931 78,931  78,931

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）

    △106 △106

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円）

1,060 1,060 60,890 63,010 △106 62,903

平成20年３月31日　残高
（千円）

284,600 301,174 668,259 1,254,033 △339 1,253,693

前連結会計年度の要約連結株主資本等変動計算書（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

平成18年９月30日　残高

（千円）
283,540 300,114 520,872 1,104,526 △7 1,104,519

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当   △12,027 △12,027  △12,027

当期純利益   98,523 98,523  98,523

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動額（純額）
    △225 △225

連結会計年度中の変動額合計

（千円）
－ － 86,496 86,496 △225 86,271

平成19年９月30日　残高

（千円）
283,540 300,114 607,368 1,191,022 △232 1,190,790
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

　    

税金等調整前中間（当
期）純利益

　 88,993 141,654 181,913

減価償却費 　 17,566 22,208 41,356

のれん償却額 　 － 2,236 －

負ののれん償却額 　 △139 △139 △279

貸倒引当金の減少額 　 △105 △30 △92

賞与引当金の増減額
（減少：△）

　 4,240 △2,637 4,666

受取利息及び受取配当
金

　 △365 △724 △925

支払利息 　 2,276 4,545 4,433

固定資産売却益 　 △43 － △43

固定資産除却損 　 1,420 － 5,528

企業買収関連費 　 － － 12,822

売上債権の増減額
（増加：△）

　 20,315 △41,746 △9,782

未払金の増加額 　 9,179 2,008 4,862

未払消費税等の増減額
（減少：△）

　 △26,217 12,191 △23,413

未払費用の増加額 　 8,113 28,475 3,385

前払費用の減少額 　 2,364 4,445 2,233

その他 　 13,273 △22,475 7,599

小計 　 140,872 150,010 234,266

利息及び配当金の受取
額

　 365 724 925

利息の支払額 　 △2,240 △5,089 △4,679

企業買収関連費用の支
払額 

　 － － △12,822

法人税等の支払額 　 △62,157 △24,840 △113,405

営業活動による
キャッシュ・フロー

　 76,839 120,805 104,284
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前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フロー

　    

　定期預金及び定期積金
の預入による支出

　 － △5,714 －

有形固定資産の取得に
よる支出

　 △67,336 △9,830 △80,328

有形固定資産の売却に
よる収入

　 445 － 445

無形固定資産の取得に
よる支出

　 △43,035 △7,242 △43,035

長期前払費用の取得に
よる支出

　 △3,071 △4,509 △7,051

保険積立金の解約によ
る収入

　 － 26,468 －

新規連結子会社株式の
取得による収入

　 － 24,528 －

その他 　 △25,792 △5,199 △25,524

投資活動による
キャッシュ・フロー

　 △138,789 18,501 △155,494

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フロー

　    

短期借入金の純増減額 　 － 200,000 100,000

長期借入金の返済によ
る支出

　 △12,100 △30,526 △30,560

新株予約権の行使によ
る収入

　 － 2,120 －

配当金の支払額 　 △11,813 △17,754 △11,849

財務活動による
キャッシュ・フロー

　 △23,913 153,839 57,590

Ⅳ　現金及び現金同等物の増
減額（減少：△）

　 △85,863 293,146 6,380

Ⅴ　現金及び現金同等物の期
首残高

　 766,911 773,291 766,911

Ⅵ　現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高

※ 681,047 1,066,437 773,291

　 　    

EDINET提出書類

株式会社フリーワーク(E05595)

半期報告書

18/48



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１．連結の範囲に関する事

項

(1）連結子会社の数　２社

連結子会社の名称

㈱サクセススタッフ

㈱ミストラルサービス

(1）連結子会社の数　３社

連結子会社の名称

㈱サクセススタッフ

㈱ミストラルサービス

㈱大生エンジニアリング 

　   ㈱大生エンジニアリングは平成

19年10月31日に株式譲受により子

会社となったため、当期首をみな

し取得日として、連結の範囲に含

めております。

(1）連結子会社の数　２社

連結子会社の名称

㈱サクセススタッフ

㈱ミストラルサービス 

２．持分法の適用に関する

事項

　該当事項はありません。 　　　　　　　同左 同左

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項

　すべての連結子会社の中間期の末

日は、中間連結決算日と一致してお

ります。

　            同左 　すべての連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致しており

ます。

４．会計処理基準に関する

事項

(イ)重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用し

ております。

(イ)重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　　　　同左

(イ)重要な資産の評価基準及び評価

方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、建物（建物附属設備を

除く）については定額法を採用

しております。

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①　有形固定資産

　　　　　　同左

　

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

①　有形固定資産

同左

 　なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物及び構築物　　５～60年

車輌運搬具　　　　２～６年

工具器具備品　　　３～20年

　

 

 

 

 

 (追加情報）

  当社及び連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価

額の５％に到達した連結会計年度

の翌連結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上しておりま

す。

　この変更に伴う損益への影響は

軽微であります。

　

　

　

 

  

 （会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法

の改正に従い、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。

　この変更に伴う損益への影響は

軽微であります。

 ②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいており

ます。

②　無形固定資産

　　　　　　同左

　

②　無形固定資産

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

 (ハ)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(ハ)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　　　　　　同左

(ハ)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

 ②　賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるた

め、支給見込額のうち当中間連結

会計期間に対応する金額を計上

しております。

 ③　退職給付引当金

 　　　　　　―

②　賞与引当金

　　　　　　同左

 

 

 

 ③　退職給付引当金

  　連結子会社㈱大生エンジニア　

リングの従業員の退職給付に備

えるため、当中間連結会計期間末

における退職給付債務（簡便法

によって計算）を計上しており

ます。

②　賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるた

め、支給見込額のうち当連結会計

年度に対応する金額を計上して

おります。

 ③　退職給付引当金

 　　　　　　―

 (ニ)重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おります。

(ニ)重要なリース取引の処理方法

　　　　　　同左

(ニ)重要なリース取引の処理方法

同左

 (ホ)その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

①　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。

(ホ)その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

①　消費税等の会計処理

　　　　　　同左

(ホ)その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

①　消費税等の会計処理

同左

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書（連結

キャッシュ・フロー計

算書）における資金の

範囲

　手許現金、随時引出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

　　　　　　　同左 同左
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間連結会計期間末
（平成20年３月31日）

前連結会計年度
（平成19年９月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、

75,914千円であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、　　　

113,038千円であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、　　　

91,789千円であります。

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりで

あります。

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりで

あります。

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりで

あります。

建物及び構築物 128,506千円

土地 181,762千円

計 310,268千円

建物及び構築物 121,464千円

土地 181,762千円

計 303,227千円

建物及び構築物 124,797千円

土地 181,762千円

計 306,560千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。

１年以内返済予定長期

借入金
36,920千円

長期借入金 199,900千円

計 236,820千円

１年以内返済予定長期

借入金
　36,920千円

長期借入金 162,980千円

計 199,900千円

１年以内返済予定長期

借入金
　36,920千円

長期借入金 181,440千円

計 218,360千円

（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目

及び金額は、次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目

及び金額は、次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目

及び金額は、次のとおりであります。

募集費 32,056千円

役員報酬 55,050千円

給与手当 101,687千円

賞与引当金繰入額 9,262千円

募集費 　41,637千円

役員報酬 　65,400千円

給与手当 　133,228千円

賞与引当金繰入額 　11,731千円

募集費 　66,725千円

役員報酬 　119,550千円

給与手当 　208,444千円

賞与引当金繰入額 　10,237千円

※２　固定資産売却益の内容は、次のとおりで

あります。

※２　　　　　　　　― ※２　固定資産売却益の内容は、次のとおりで

あります。

建物及び構築物 43千円

計 43千円

  
  

建物及び構築物 　43千円

計 　43千円

※３　固定資産除却損の内容は、次のとおりで

あります。

※３　　　　　　　　― ※３　固定資産除却損の内容は、次のとおりで

あります。

建物及び構築物 993千円

車輌運搬具 21千円

その他 406千円

計 1,420千円

　 　

　 　

  
  

建物及び構築物 　2,581千円

車輌運搬具 21千円

その他 406千円

除却費用 2,520千円

計 　5,528千円
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数(株)

当中間連結会計期
間増加株式数(株)

当中間連結会計期
間減少株式数(株)

当中間連結会計期
間末株式数(株)

発行済株式     

普通株式 12,027 － － 12,027

合計 12,027 － － 12,027

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当中間連結
会計期間末
残高
（千円）

前連結会計
年度末

当中間連結
会計期間増
加

当中間連結
会計期間減
少

当中間連結
会計期間末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションと

しての新株予約権
－ － － － －  （注） －

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － － － － －

 （注）会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、残高はありません。

　

３．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年12月22日

定時株主総会
普通株式 12,027 1,000 平成18年９月30日 平成18年12月25日

当中間連結会計期間（自平成19年10月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数(株)

当中間連結会計期
間増加株式数(株)

当中間連結会計期
間減少株式数(株)

当中間連結会計期
間末株式数(株)

発行済株式     

普通株式 12,027 53 － 12,080

合計 12,027 53 － 12,080

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加53株は、新株予約権の行使による増加53株であります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
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区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当中間連結
会計期間末
残高
（千円）

前連結会計
年度末

当中間連結
会計期間増
加

当中間連結
会計期間減
少

当中間連結
会計期間末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションと

しての新株予約権
－ － － － －  （注） －

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － － － － －

 （注）会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、残高はありません。

　

３．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月21日

定時株主総会
普通株式 18,040 1,500 平成19年９月30日 平成19年12月25日
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前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 12,027 － － 12,027

合計 12,027 － － 12,027

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

 提出会社

（親会社）

ストック・オプションと

しての新株予約権
－ － － － －  （注）－

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － － － － －

 （注）会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、残高はありません。

　

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年12月22日

定時株主総会
普通株式 12,027 1,000 平成18年９月30日 平成18年12月25日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年12月21日

定時株主総会
普通株式 18,040  利益剰余金 1,500 平成19年9月30日 平成19年12月25日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との

関係

（平成19年３月31日現在）

（千円）

（平成20年３月31日現在）

（千円）

（平成19年９月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 　 681,047

現金及び現金同等物 　 681,047

現金及び預金勘定

預入期間が３か月を超える

定期預金及び定期積金

1,091,662

△25,224

現金及び現金同等物 1,066,437

現金及び預金勘定 　 773,291

現金及び現金同等物 　 773,291

（リース取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額

　

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

減損損
失累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

車輌運
搬具

15,468 3,929 － 11,538

合計 15,468 3,929 － 11,538

　

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

減損損
失累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

車輌運
搬具

15,468 7,023 － 8,444

合計 15,468 7,023 － 8,444

　

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

減損損
失累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

車輌運
搬具

15,468 5,476 － 9,991

合計 15,468 5,476 － 9,991

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

　　　　　　　 　 同左 (注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

　 １年内 3,093千円

　 １年超 8,444千円

　 合計 11,538千円

リース資産減損勘定の残高 －千円

未経過リース料中間期末残高相当額

　 １年内 　3,093千円

　 １年超 　5,350千円

　 合計 　8,444千円

リース資産減損勘定の残高 　－千円

未経過リース料期末残高相当額

　 １年内 3,093千円

　 １年超 　6,897千円

　 合計 　9,991千円

リース資産減損勘定の残高 　－千円

(注)　未経過リース料中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

　　　　　　　 　 同左 (注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 1,546千円

リース資産減損勘定の取崩額 －千円

減価償却費相当額 1,546千円

減損損失 －千円

支払リース料 1,546千円

リース資産減損勘定の取崩額 　－千円

減価償却費相当額 1,546千円

減損損失 　－千円

支払リース料 3,093千円

リース資産減損勘定の取崩額 　－千円

減価償却費相当額 3,093千円

減損損失 　－千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　同左

４．減価償却費相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

前中間連結会計期間末（平成19年３月31日現在）

その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

(1）株式 500 468 △ 31

(2）債券    

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 500 468 △ 31

当中間連結会計期間末（平成20年３月31日現在）

その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

(1）株式 2,471 1,898 △573

(2）債券    

国債・地方債等  －  －  －

社債  －  －  －

その他 －  －  －

(3）その他  －  －  －

合計 2,471 1,898  △573

前連結会計年度末（平成19年９月30日現在）

 その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

(1）株式 804 411 △392 

(2）債券 　  　

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 804 411  △392
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（デリバティブ取引関係）

　前中間連結会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）、当中間連結会計期間（自平成19年10月１日

　至平成20年３月31日）及び前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）において、該当事項は

ありません。

（ストック・オプション等関係）

　前中間連結会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）、当中間連結会計期間（自平成19年10月１日

　至平成20年３月31日）及び前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）において、該当事項は

ありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）

 
総合人材事業
（千円）

介護事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,819,802 167,164 1,986,966 － 1,986,966

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
5,850 － 5,850 △5,850 －

計 1,825,652 167,164 1,992,816 △5,850 1,986,966

営業費用 1,755,944 149,722 1,905,666 △9,742 1,895,924

営業利益 69,707 17,442 87,149 3,892 91,042

　（注）１．事業区分の方法

事業は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各区分の主なサービス

(1）総合人材事業・・・アウトソーシング、人材派遣業

(2）介護事業・・・・・介護サービス業

当中間連結会計期間（自平成19年10月１日　至平成20年３月31日）

 
総合人材事業
（千円）

介護事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 2,362,761 175,424 2,538,186 － 2,538,186

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
4,200 － 4,200 △4,200 －

計 2,366,961 175,424 2,542,386 △4,200 2,538,186

営業費用 2,257,772 153,410 2,411,182 △8,140 2,403,042

営業利益 109,189 22,014 131,203 3,940 135,143

　（注）１．事業区分の方法

事業は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各区分の主なサービス

(1）総合人材事業・・・アウトソーシング、人材派遣業

(2）介護事業・・・・・介護サービス業

前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

 
総合人材事業
（千円）

介護事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 3,657,804 342,196 4,000,001 － 4,000,001

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
11,700 － 11,700 △11,700 －

計 3,669,504 342,196 4,011,701 △11,700 4,000,001

営業費用 3,518,911 298,871 3,817,783 △19,656 3,798,127

営業利益 150,592 43,325 193,917 7,956 201,873
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　（注）１．事業区分の方法

事業は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各区分の主なサービス

(1）総合人材事業・・・アウトソーシング、人材派遣業

(2）介護事業・・・・・介護サービス業

【所在地別セグメント情報】

　前中間連結会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）、当中間連結会計期間（自平成19年10月１日

　至平成20年３月31日）及び前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）において、本邦以外の

国又は地域に所在する連結子会社及び重要な存外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前中間連結会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）及び前連結会計年度（自平成18年10月１日　

至平成19年９月30日）において、海外売上高がないため該当事項はありません。

　当中間連結会計期間（自平成19年10月１日　至平成20年３月31日）においては、海外売上高は、連結売上高の

10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１株当たり純資産額 94,778.12円

１株当たり中間純利益金額 3,942.44円

潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額

3,844.31円

１株当たり純資産額 　103,782.62円

１株当たり中間純利益金額 　6,557.38円

潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額

　6,363.36円

１株当たり純資産額 　99,009.73円

１株当たり当期純利益金額 　8,191.83円

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額

　7,810.00円

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１株当たり中間（当期）純利益金額

中間（当期）純利益（千円） 47,415 78,931 98,523

普通株主に帰属しない金額（千円） －  － 　　　－

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
47,415 78,931 98,523

期中平均株式数（株） 12,027 12,037 12,027

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額

中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

普通株式増加数（株） 307 367 588

（うち新株予約権（株）） (307) (367) (588)

　希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要

－ － －
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（重要な後発事象）

 　前中間連結会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）

 　　該当事項はありません。

 　当中間連結会計期間（自平成19年10月１日　至平成20年３月31日）

 　　該当事項はありません。

 　前連結会計年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

 　　株式の取得

     当社は、平成19年10月31日付で株式会社大生エンジニアリングの全株式を取得し、完全子会社といたしました。

 　①　株式取得の理由

 　　　　関東地区における事業基盤の確立及び事業領域の拡大による収益力の強化

 　②　株式取得の相手先の名称

 　　　　株式会社スリーエス

 　③　買収した会社の名称、事業内容、規模

 　　　　会社の名称　　株式会社大生エンジニアリング

 　　　　事業内容　　　設計・施工管理・メンテナンス業務及びアウトソーシング事業

 　　　　規模　　　　　売上高　640,021千円（平成19年３月期）

 　　　　　　　　　　　総資産　171,873千円（平成19年３月31日現在）

 　　　　　　　　　　　資本金 　11,500千円（平成19年３月31日現在）

 　④　株式の取得日

 　　　　平成19年10月31日

 　⑤　取得した株式の数、取得価額及び取得後の議決権比率

 　　　　取得した株式の数　       225株

 　　　　取得価額　　　　　    24,075千円

 　　　　取得後の議決権比率　   100.0％

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１．現金及び預金 　 382,999   665,296   448,497   

２．受取手形 　 5,953   1,153   1,420   

３．売掛金 　 324,991   413,893   368,642   

４．前渡金 　 1,920   2,792   2,233   

５．前払費用 　 12,161   13,391   15,178   

６．繰延税金資産 　 6,019   7,419   4,081   

７．その他 　 6,346   13,430   7,990   

貸倒引当金 　 △245   △179   △217   

流動資産合計 　  740,146 51.6  1,117,198 61.6  847,825 55.3

Ⅱ　固定資産 　          

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物 ※２ 89,567   114,421   118,535   

(2）構築物 　 6,822   5,670   6,328   

(3）車輌運搬具 　 3,654   3,432   3,473   

(4）工具器具備品 　 21,792   21,847   18,762   

(5）土地 ※２ 244,492   244,492   244,492   

(6）建設仮勘定 　 26,600   －   －   

有形固定資産合計 　 392,931   389,864   391,593   

２．無形固定資産 　          

(1）ソフトウェア 　 48,337   41,370   42,902   

(2）その他 　 621   621   621   

無形固定資産合計 　 48,959   41,991   43,524   

３．投資その他の資産 　          

(1）投資有価証券 　 468   854   411   

(2）関係会社株式 　 168,104   200,739   168,104   

(3）出資金 　 5,300   8,600   8,600   

(4）従業員に対する長
期貸付金

　 354   354   354   

(5）長期前払費用 　 12,745   15,588   13,463   

(6）差入保証金 　 39,747   33,811   33,502   

(7）保険積立金 　 23,268   －   23,268   

(8）繰延税金資産 　 13   83   159   

(9）その他 　 3,350   3,350   3,350   

投資その他の資産
合計

　 253,351   263,382   251,214   

固定資産合計 　  695,241 48.4  695,238 38.4  686,332 44.7

資産合計 　  1,435,388 100.0  1,812,436 100.0  1,534,158 100.0
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前中間会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

　１．短期借入金 　 －   300,000   100,000   

２．１年以内返済予定
長期借入金

※２ 24,200   24,200   24,200   

３．未払金 　 15,939   15,198   11,639   

４．未払費用 　 230,511   248,509   234,324   

５．未払法人税等 　 17,992   47,068   5,666   

６．未払消費税等 　 20,819   35,893   22,822   

７．預り金 　 32,100   12,307   26,780   

８．賞与引当金 　 9,291   8,647   9,764   

９．その他 　 1,316   1,547   1,422   

流動負債合計 　  352,171 24.5  693,373 38.2  436,620 28.4

Ⅱ　固定負債 　          

１．長期借入金 ※２ 72,620   48,420   60,520   

２．預り保証金 　 12,606   12,606   12,606   

固定負債合計 　  85,226 6.0  61,026 3.4  73,126 4.8

負債合計 　  437,398 30.5  754,399 41.6  509,747 33.2

　 　          

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  283,540 19.7  284,600 15.7  283,540 18.5

２．資本剰余金 　          

(1）資本準備金 　 300,114   301,174   300,114   

資本剰余金合計 　  300,114 20.9  301,174 16.6  300,114 19.6

３．利益剰余金 　          

(1）その他利益剰余金 　          

繰越利益剰余金 　 414,354   472,383   440,989   

利益剰余金合計 　  414,354 28.9  472,383 26.1  440,989 28.7

株主資本合計 　  998,008 69.5  1,058,157 58.4  1,024,643 66.8

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１．その他有価証券評
価差額金

　  △18 △0.0  △120 △0.0  △232 △0.0

評価・換算差額等合
計

　  △18 △0.0  △120 △0.0  △232 △0.0

純資産合計 　  997,989 69.5  1,058,036 58.4  1,024,410 66.8

負債純資産合計 　  1,435,388 100.0  1,812,436 100.0  1,534,158 100.0
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②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  1,511,443 100.0  1,761,377 100.0  3,052,319 100.0

Ⅱ　売上原価 　  1,176,837 77.8  1,343,519 76.3  2,351,886 77.1

売上総利益 　  334,605 22.1  417,858 23.7  700,433 22.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　  297,253 19.6  333,800 18.9  599,928 19.7

営業利益 　  37,352 2.4  84,058 4.8  100,505 3.3

Ⅳ　営業外収益 ※１  8,754 0.5  8,979 0.5  16,766 0.5

Ⅴ　営業外費用 ※２  2,386 0.1  2,903 0.2  4,985 0.2

経常利益 　  43,720 2.8  90,134 5.1  112,285 3.7

Ⅵ　特別利益 ※３  43 0.0  － －  43 0.0

Ⅶ　特別損失 ※４  1,527 0.1  － －  18,457 0.6

税引前中間（当
期）純利益

　  42,236 2.7  90,134 5.1  93,871 3.1

法人税、住民税及び
事業税

　 20,248   44,037   43,310   

法人税等調整額 　 2,144 22,393 1.4 △3,338 40,699 2.3 4,082 47,393 1.6

中間（当期）純利
益

　  19,843 1.3  49,434 2.8  46,478 1.5
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

資本準備金

その他
利益剰余金

繰越利益

剰余金

平成18年９月30日　残高
（千円）

283,540 300,114 406,538 990,192 △7 990,184

中間会計期間中の変動額       

剰余金の配当   △12,027 △12,027  △12,027

中間純利益   19,843 19,843  19,843

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）

    △11 △11

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

― ― 7,816 7,816 △11 7,805

平成19年３月31日　残高
（千円）

283,540 300,114 414,354 998,008 △18 997,989

当中間会計期間（自平成19年10月１日　至平成20年３月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

資本準備金

その他
利益剰余金

繰越利益

剰余金

平成19年９月30日　残高
（千円）

283,540 300,114 440,989 1,024,643 △232 1,024,410

中間会計期間中の変動額       

  新株予約権の行使 1,060 1,060  2,120  2,120

剰余金の配当   △18,040 △18,040  △18,040

中間純利益   49,434 49,434  49,434

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額）

    111 111

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

1,060 1,060 31,393 33,513 111 33,625

平成20年３月31日　残高
（千円）

284,600 301,174 472,383 1,058,157 △120 1,058,036

前事業年度の要約株主資本等変動計算書（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

資本準備金

その他

利益剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年９月30日　残高（千円） 283,540 300,114 406,538 990,192 △7 990,184

事業年度中の変動額       

剰余金の配当   △12,027 △12,027  △12,027

当期純利益   46,478 46,478  46,478

株主資本以外の項目の事業年度中
の変動額（純額）

    △225 △225

事業年度中の変動額合計（千円） － － 34,451 34,451 △225 34,226

平成19年９月30日　残高（千円） 283,540 300,114 440,989 1,024,643 △232 1,024,410

EDINET提出書類

株式会社フリーワーク(E05595)

半期報告書

35/48



重要な会計方針

項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１．資産の評価基準及び評

価方法

(1）子会社株式

　移動平均法による原価法を採用

しております。

(1）子会社株式

　　　　　　同左

(1）子会社株式

同左

 (2）その他有価証券

　時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採

用しております。

(2）その他有価証券

　時価のあるもの

　　　　　　同左

(2）その他有価証券

　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用し

ております。

２．固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、建物（建物附属設備を

除く）については定額法を採用

しております。

(1）有形固定資産

　　　　　　同左

　

(1）有形固定資産

同左

 　なお、主な耐用年数は、次のとお

りであります。

建物　　　　　　　５～39年

構築物　　　　　　　　10年

車輌運搬具　　　　２～６年

工具器具備品　　　３～20年

　

　なお、主な耐用年数は、次のとお

りであります。

建物　　　　　　　５～50年

構築物　　　　　　　　10年

車輌運搬具　　　　２～６年

工具器具備品　　　３～20年

（追加情報）

 当社は、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上し

ております。

  この変更に伴う損益への影響は

軽微であります。

　

　

　

　

　

　

 （会計方針の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴

い、平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しておりま

す。

　この変更に伴う損益への影響

は軽微であります。

 (2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいており

ます。

(2）無形固定資産

　　　　　　同左

　

(2）無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(1）貸倒引当金

　　　　　　同左

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるた

め、支給見込額のうち当中間会計

期間に対応する金額を計上して

おります。

(2）賞与引当金

　　　　　　同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるた

め、支給見込額のうち当事業年度

に対応する金額を計上しており

ます。
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

　　　　　　　同左 同左

５．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項

  消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。

  消費税等の会計処理

　　　　　　同左

  消費税等の会計処理

同左
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度
（平成19年９月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

 60,477千円  　81,485千円  　70,510千円

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりで

あります。

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりで

あります。

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりで

あります。

建物 40,069千円

土地 181,762千円

計 221,831千円

建物 　38,926千円

土地 　181,762千円

計 　220,688千円

建物 　39,497千円

土地 　181,762千円

計 　221,260千円

　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。 　担保付債務は次のとおりであります。

１年以内返済予定長

期借入金
24,200千円

長期借入金 72,620千円

計 96,820千円

１年以内返済予定長

期借入金
　24,200千円

長期借入金 48,420千円

計 　72,620千円

１年以内返済予定長

期借入金
　24,200千円

長期借入金 　60,520千円

計 　84,720千円

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの

受取賃貸料 8,026千円

助成金収入 327千円

受取賃貸料 　7,093千円

助成金収入 　90千円

受取賃貸料 15,374千円

助成金収入 　527千円

※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 1,054千円

賃貸物件減価償却費 1,114千円

支払利息 　1,570千円

賃貸物件減価償却費 　876千円

支払利息 　1,874千円

賃貸物件減価償却費 　2,662千円

※３　特別利益のうち主要なもの ※３　　　　　　　　― ※３　特別利益のうち主要なもの

固定資産売却益 43千円 　 　 固定資産売却益 　43千円

※４　特別損失のうち主要なもの ※４　　　　　　　　― ※４　特別損失のうち主要なもの

固定資産売却損 106千円

固定資産除却損 1,420千円

　 　

　 　

固定資産売却損 　106千円

固定資産除却損 　5,528千円

　５　減価償却実施額 　５　減価償却実施額 　５　減価償却実施額

有形固定資産 9,460千円

無形固定資産 2,056千円

有形固定資産 10,975千円

無形固定資産 　5,617千円

有形固定資産 21,692千円

無形固定資産 　7,491千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間
増加株式数（株）

当中間会計期間
減少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

普通株式 － － － －

合計 － － － －

当中間会計期間（自平成19年10月１日　至平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間
増加株式数（株）

当中間会計期間
減少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

普通株式 － － － －

合計 － － － －

前事業年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 － － － －

合計 － － － －
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

減損損
失累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

車輌運
搬具

3,870 1,354 － 2,515

合計 3,870 1,354 － 2,515

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

減損損
失累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

車輌運
搬具

3,870 2,128 － 1,741

合計 3,870 2,128 － 1,741

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

減損損
失累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

車輌運
搬具

3,870 1,741 － 2,128

合計 3,870 1,741 － 2,128

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

　　　　　　　　　 同左 (注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額 　

 １年内 774千円

 １年超 1,741千円

 合計 2,515千円

リース資産減損勘定の残高 －千円

未経過リース料中間期末残高相当額 　

 １年内 　774千円

 １年超 　967千円

 合計 　1,741千円

リース資産減損勘定の残高 　－千円

未経過リース料期末残高相当額 　

 １年内 　774千円

 １年超 　1,354千円

 合計 　2,128千円

リース資産減損勘定の残高 　－千円

(注)　未経過リース料中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

                   同左 (注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 387千円

リース資産減損勘定の取崩額 －千円

減価償却費相当額 387千円

減損損失 －千円

支払リース料 　387千円

リース資産減損勘定の取崩額 　－千円

減価償却費相当額 　387千円

減損損失 　－千円

支払リース料 　774千円

リース資産減損勘定の取崩額 　－千円

減価償却費相当額 　774千円

減損損失 　－千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　　同左

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

（有価証券関係）

　前中間会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）、当中間会計期間（自平成19年10月１日　至平成

20年３月31日）及び前事業年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）における子会社株式で時価のある

ものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１株当たり純資産額 82,979.10円

１株当たり中間純利益金額 1,649.91円

潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額

1,608.84円

１株当たり純資産額 　87,585.84円

１株当たり中間純利益金額 　4,106.88円

潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額

　3,985.37円

１株当たり純資産額 　85,175.93円

１株当たり当期純利益金額 　3,864.52円

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額

　3,684.39円

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１株当たり中間（当期）純利益金額

中間（当期）純利益（千円） 19,843 49,434 46,478

普通株主に帰属しない金額（千円）  － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
19,843 49,434 46,478

期中平均株式数（株） 12,027 12,037 12,027

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額

中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

普通株式増加数（株） 307  367  588

（うち新株予約権（株））  （307）  （367）  （588）

　希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要

－ － －
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（重要な後発事象）

 　前中間会計期間（自平成18年10月１日　至平成19年３月31日）

 　　該当事項はありません。

 　当中間会計期間（自平成19年10月１日　至平成20年３月31日）

 　　該当事項はありません。

 　前事業年度（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）

     株式の取得

 　　当社は、平成19年10月31日付で株式会社大生エンジニアリングの全株式を取得し、完全子会社といたしました。

 　①　株式取得の理由

 　　　　関東地区における事業基盤の確立及び事業領域の拡大による収益力の強化

 　②　株式取得の相手先の名称

 　　　　株式会社スリーエス

 　③　買収した会社の名称、事業内容、規模

 　　　　会社の名称　　株式会社大生エンジニアリング

 　　　　事業内容　　　設計・施工管理・メンテナンス業務及びアウトソーシング事業

 　　　　規模　　　　　売上高　640,021千円（平成19年３月期）

 　　　　　　　　　　　総資産　171,873千円（平成19年３月31日現在）

 　　　　　　　　　　　資本金　 11,500千円（平成19年３月31日現在）

 　④　株式の取得日

 　　　　平成19年10月31日

 　⑤　取得した株式の数、取得価額及び取得後の議決権比率

 　　　　取得した株式の数　　 　　225株

 　　　　取得価額　　　　　　  24,075千円

         取得後の議決権比率　 　100.0％

 　　

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度（第14期）（自平成18年10月１日　至平成19年９月30日）平成19年12月21日近畿財務局長に提出

(2) 自己株券買付状況報告書

　  報告期間（自平成20年２月14日　至平成20年２月29日）平成20年３月11日近畿財務局長に提出

　  報告期間（自平成20年３月１日　至平成20年３月31日）平成20年４月11日近畿財務局長に提出

　  報告期間（自平成20年４月１日　至平成20年４月30日）平成20年５月９日近畿財務局長に提出

　  報告期間（自平成20年５月１日　至平成20年５月31日）平成20年６月11日近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

平成１９年６月２２日

株 式 会 社 フ リ ー ワ ー ク

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　水　野　訓　康

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　柴　田　　　篤

   

前 野 公 認 会 計 士 事 務 所

公 認 会 計 士　　　　　 前　野　芳　子

   

 

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社フリー

ワークの平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年１０月１日か

ら平成１９年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、私どもの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全

体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行

われている。私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社フリーワーク及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１８年１０月１日から平成１９年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士前野芳子との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上

 

　（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 平成20年６月16日

株 式 会 社 フ リ ー ワ ー ク  

 取　締　役　会　御　中  

 京　都　監　査　法　人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高　 津　 靖　 史　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 柴　 田　　　　篤　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社フリーワークの平成19年10月１日から平成20年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年10月

１日から平成20年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社フリーワーク及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

平成１９年６月２２日

株 式 会 社 フ リ ー ワ ー ク

取　締　役　会　 御　中

み　す　ず　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　水　野　訓　康

   

 
指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　柴　田　　　篤

   

前 野 公 認 会 計 士 事 務 所

公 認 会 計 士　　　　　 前　野　芳　子

   

 

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社フリー

ワークの平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの第１４期事業年度の中間会計期間（平成１８年１０月１日か

ら平成１９年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体と

して中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われてい

る。私どもは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社

フリーワークの平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年１０月１日から平

成１９年３月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士前野芳子との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上

 

　（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途

保管しております。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 平成20年６月16日

株 式 会 社 フ リ ー ワ ー ク  

 取　締　役　会　御　中  

 京　都　監　査　法　人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高　 津　 靖　 史　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 柴　 田　　　　篤　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社フリーワークの平成19年10月１日から平成20年９月30日までの第15期事業年度の中間会計期間（平成19年10月１

日から平成20年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社フリーワークの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年10月１日か

ら平成20年３月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。

EDINET提出書類

株式会社フリーワーク(E05595)

半期報告書

48/48


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の状況
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	（１）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	（２）その他

	２中間財務諸表等
	（１）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	（２）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

